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TEL   ：  029-861-0001
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表紙の紹介

電子記録債権
「でんさい」の
メリット

http://www.joyobank.co.jp/enterpri/densai/index.html体験版はこちらから

電子記録債権「でんさい」とは

でんさいサービス
でんさいは「手形」や「振込」それぞれの課題を克服し、事業者の事務効率化・資金調達の円滑化を目的に創設された、
株式会社全銀電子債権ネットワークが運営する、全金融機関参加型の新しい決済サービスです。インターネットを活用
し、電子データによる債権の発生や譲渡等が広く可能となりました。

JWEBでんさいSTATIONヘルプデスク 0120-88-5358（受付時間9：00～18：00）
※土日・祝日・銀行休業日を除きます

支払企業では… 受取企業では…

◎支払手続は振込のように簡単です。
◎手形の印紙税や郵送費は不要になります。
◎現物管理がないので盗難・紛失リスクを回避
できます。

◎資金は支払期日当日に振込入金されます。
◎手形の集金や取立、受取証の発行が不要になります。
◎支払期日前に（分割して必要な金額だけ）譲
渡や割引することもできます。

※常陽でんさいサービスは、JWEBOFFICEでご利用いただけるサービスです。JWEBOFFICEのご利用にあたっては当行所定
の手数料（【統合型】契約料10,800円、月間基本料5,400円／【タイムリー型】月間基本料1,080円）がかかります。

茨城県信用組合
http://www.kenshinbank.co.jp/

〒319-2603　茨城県常陸大宮市鷲子46-1
電話 0295-58-2899　FAX 0295-58-2043

ＵＲＬ  http://www.miwamoku.net　E-mail  info@miwamoku.net

美 和 木 材 協 同 組 合

森づくり・人づくり
林業の活性化を通じて地域に貢献

機械化の推進・人材の育成

自動車ユーザーへの「安心と安全」啓発を目的に
「マイカー点検教室」を開催

県自動車整備商工組合
　近年、自動車の性能は著しく向上しているが日頃の
点検は必須事項である。自動車を使用する際には、日
常点検が法令で定められているが、これらを行わずに
自動車を使用しているユーザーも少なくない。
　こうした状況の中、県自動車整備商工組合（宮﨑一
雄理事長）は毎年、国が定める「自動車点検整備推進
運動強化月間」（９月から10月）に、一般社団法人
茨城県自動車整備振興会との共催で、一般の自動車
ユーザーを対象とした「マイカー点検教室」「マイ
カー無料点検」を開催している。この取組みは、昭和
61年から始まり、今年度は、「変わる世に　変わら
ぬ安心　マイカー点検」をスローガンに、県内５ブ
ロック（中央・県東・県西・県南・県北）の会場で開
催されている。
　参加者は、映像による「使用前点検」の講習を受け
たのち、実車を使って「保守点検」を体験する。自動
車整備士の資格を持つ組合員が、参加者のマイカーを
無料で点検し、消耗品の交換時期などのアドバイスも

行っている。特に、女性に対しては、車の構造や機能
に関する知識が一般的に乏しいため、点検方法や工具
の使い方などを丁寧にわかりやすくアドバイスするこ
とを心掛けている。点検教室に参加したユーザーから
は「明日から日常点検を実践します」との感想が聞か
れるなど、本取組は事故の未然防止にも大きな成果を
あげている。
　また、無料で点検・整備ができる点検整備サービス
券やてんけんくんグッズなどが当たる「お楽しみ抽選
会」などのイベントが用意され、好評を得ている。
　本組合では、今後も自動車ユーザーへ「安心と安
全」の啓発を目的に、各種イベントを実施し、自動車
ユーザーの整備意識向上に努めることとしている。

組合概要
　所在地：水戸市住吉町292-5
　TEL：029-247-4330
　ホームページURL：http://www.seibi.or.jp/

ビ ジ ネ ス
大 百 科
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中小企業等経営強化法の概要
～経営力向上計画で稼ぐ力を強化する～

　平成28年７月１日、中小企業等経営強化法が施行されました。
　同法では、中小企業者や小規模事業者を対象に、固定資産税の軽減や金融支援などの優遇措置を規定しています。
中小企業者がこの措置を受けようとする場合、事業分野別の指針に基づき、３年から５年の期間で経営力向上計画を
作成し、主務大臣の認定を受けることが求められています。
　本号では、同法の概要と、経営力向上計画作成のポイントについて解説します。

【法律が定められた背景】
　人口減少・少子高齢化の進展や国際競争の激化、
人手不足など、中小企業・小規模事業者を取り巻く
事業環境は厳しさを増している。また、足下では、
生産性が低迷し、事業の持続的発展に懸念が存在し
ている。
　こうした中で、中小企業・小規模事業者には、労
働の供給制約等を克服し、海外展開なども含めた将
来の成長を果たすべく、「稼ぐ力」の向上（経営力
向上）が求められている。
　中小企業等経営強化法では、事業所管大臣が業種
ごとに、その稼ぐ力を向上するための「事業分野別
指針」が策定され、これに合わせて、中小企業の本
業の稼ぐ力を高めるため「経営力向上計画」を策定
することが定められた。

【経営力向上計画とは】
　人材育成、コスト管理などマネジメントの向上や
設備投資など、自社の経営力を向上させるための計
画。
　認定事業者は、優遇税制や金融支援等が受けられ
る（具体的な支援措置については後述）。

○制度利用のポイント
１．申請書類は実質２枚
　①企業の概要、②現状認識、③経営力向上の目標
及び経営の向上の程度を示す指標、④経営力向上の
内容　などを策定する。
２．計画策定のサポート
　経営力向上計画の策定にあたっては、認定経営革
新等支援機関（中央会、商工会議所、商工会、金融
機関、税理士・公認会計士・中小企業診断士などの
士業、金融機関等）の計画策定支援が受けられる。

図1：中小企業等経営強化法の枠組み
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【事業分野別指針の概要】
　基本方針に基づいた事業分野別指針（11業種）
を定め、「稼ぎ方」のより具体的なイメージが持て
るよう事業分野別の 現状認識、課題、稼ぐために
必要となる実施事項（取組内容）について、次のと
おり言及している。

①製造業
 現状認識

・国内生産額は1997年の114兆円をピークに
2000年代は100兆円前後で推移。過去20年間、
電気機械や繊維等の分野で生産拠点の海外展開
が進展し、今後もグローバルな地産地消の動き
が進む

・他方、ここ数年で国内の新規投資・国内回帰の
動きもみられる。中国をはじめとする新興国と
の労働コスト格差の縮小、行き過ぎた円高の是
正がその要因。足下では深刻な人手不足に直面
している

・内外の競争環境の変化をふまえ、各企業が狙う
市場に応じて各生産拠点の役割を明確化するこ
とが重要になっている

 課　　題
・新興国との労働コスト格差の縮小や円高の是

正、深刻な人手不足等競争環境の変化をふまえ
て生産体制を再構築する必要がある

・IoT等の新たな技術も用いつつ原価管理の徹
底、儲かる製品への注力、継続的なカイゼン活
動、標準化、設備投資、省エネ化等を進める必
要がある

 取組内容
・競争力の源泉たる「強い現場」をさらに伸ばす

経営が重要
・多能工化、機械の多台持ち推進、異なる部品や

原材料等の共通化、他の事業者と連携した製造
体制構築による受注機会の増大

・設備投資、ロボット及び I Tの導入・省エネ推進
等

②卸・小売業
 現状認識

・卸売業においては、小売店の減少による市場規
模の縮小、有力卸売企業間の合併統合による寡
占化により、小規模事業者は厳しい経営環境に
直面している

・小売業においては、事業所数が大きく減少して
いる一方で、総合製造小売業（SPA）や電子

商取引（EC）の進展など、プレーヤーが多様
化している

・訪日外国人の増加や海外展開の進展など新たな
需要を取り込む動きがみられる。今後は、様々
なデータを活用して消費者の需要を取り込むた
めの工夫が求められている

 課　　題
・卸売業における市場規模の縮小への対応
・小売業における人手不足への対応や国内外の新

たな需要の取り込み
・ITやデータ活用等技術導入の促進

 取組内容
・自社の置かれた環境を把握し、強み・弱みを認

識するため、経営状態の見える化を行う
・その上で、必要な作業内容及びその手法を精査

し、付加価値を生まない作業を省力化するため、
受発注システム等にITを導入する

・省力化を通じて生じた資金や従業員の余力を、
差別化による付加価値創出に活用するため、営
業活動・人材育成を強化する。その際、ITの導
入によって得られたデータを、顧客のニーズ把
握や適時適切な商品・サービスの提供に活用す
る

③外食・中食産業
 現状認識

・調理や盛り付けなど、人手を要する工程が多
く、他産業よりも労働集約性が高い。また、参
入障壁が低く、他産業からの参入が容易である
とともに、世帯構造の変化、食の志向の多様化
により業態の多様化が進展している

・労働時間が長いものの賃金が安く、従業員の定
着率が低い

・大手事業者は、食材調達から調理加工、配送ま
で全体の行程をシステム化している

 課　　題
・安定的な労働力の確保
・付加価値向上の取り組みによる適正な対価の確

保
・安全性の向上と品質管理の徹底

 取組内容
・バックヤード業務の効率化とともに、顧客満足

度向上のために、サービスの品質や付加価値の
向上に取り組むことが重要

・商品・サービスごとの食材のロスの把握と抑
制、作業工程の標準化及びマニュアル化等
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④旅館業
 現状認識

・訪日外国人旅行客数が急増し、受け入れ態勢の
整備が急務となっている

・多大な資本を必要とする「資本集約型産業」で
あるため、需要量に応じた事業の縮小・拡大が
難しい

・労働時間が長いものの賃金が安く、従業員の定
着率が低い

 課　　題
・インバウンドの取り込みに向けた受け入れ態勢

の整備
・付加価値向上の取り組みによる適切な対価の確

保
・安定的な労働力の確保

 取組内容
・サービス提供に間接的に関わる業務の効率化、

サービスの品質や付加価値の向上により顧客満
足度の向上に取り組むことが重要

・I CTを活用した割引サービスの実施、インター
ネット予約・注文の導入、新しい旅行形態への
対応

⑤医療分野
 現状認識

・高齢化が進み、国民医療費が増加
・医療サービスは人が支えるサービス。医療従事

者の勤務環境に配慮する必要がある
 課　　題

・医療サービスの安定的提供のため、医療従事者
の勤務環境の改善等を通じた人材確保、ICTの
活用等を通じたコスト削減

 取組内容
・他の医療機関等との機能分化・業務連携等を通

じて、医療サービスの質の確保・向上させ、事
業の継続及び安定を進めることが重要

・医療等従事者の離職率の引き下げ、勤続年数の
長期化、定着率の引き上げ等

⑥保育分野
 現状認識

・「子ども・子育て支援新制度」の施行により、
全ての子ども・子育て家庭を対象に、保育、幼
児教育、地域の子ども・子育て支援の質と量の
拡充を図ることが定められている

・女性の就業が進み、保育所等の利用率が上昇
・「待機児童解消加速化プラン」に基づき、平成

29年度末までに50万人分の保育の受け皿整備
を進めている

 課　　題
・都市部における保育の受け皿の確保
・保育士等の確保方策・就業継続支援・処遇の改

善
・多様化する保育ニーズへの対応

 取組内容
・保育士等の業務負担を軽減し、職場定着を進め

る
・保育士等の育成及び評価体制を構築し、質の高

い保育を提供する

⑦介護分野
 現状認識

・高齢化が進み、介護需要が増加
 課　　題

・人材育成や勤務環境の改善等を通じて、質の高
い人材を継続的に確保する必要がある

・小規模事業所の割合が高いため、経営の効率
化・安定化を図る必要がある

 取組内容
・生産性向上とそれを通じた介護職員の負担軽減

を図るため、介護ロボットやICT等の活用を推
進する

・他の事業所との連携による研修の共同実施、業
務の共同化を推進する

⑧障害福祉分野
 現状認識

・障害福祉サービス等の利用者数は継続して増加
 課　　題

・人材育成や勤務環境の改善等を通じて、質の高
い人材を継続的に確保する必要がある

・小規模事業所の割合が高いため、経営の効率
化・安定化を図る必要がある

 取組内容
・生産性向上とそれを通じた障害福祉職員の負担

軽減を図るため、介護ロボットやICT等の活用
を推進する

・他の事業所との連携による研修の共同実施、業
務の共同化を推進する
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⑨貨物自動車運送事業分野
 現状認識

・国内貨物輸送の４割強を担う重要な産業
・平成２年の規制緩和後、事業者数が1.6倍増

加。事業者の約99%が中小企業者
 課　　題

・荷主都合で荷待ち時間等の負担が増え、労働時
間が長時間化している

・顧客の需要に合わせた多頻度小口化による輸送
効率の低下

 取組内容
・従業員や貨物自動車の投入量あたりの収益を改

善することが重要
・荷主等との取引環境の改善、事業の共同化やIT

の利活用による輸送効率の向上、事業活動に有
用な知識・技能を有する人材の育成を行うこと
が必要

⑩船舶産業
 現状認識

・鋼材の加工・組立から配管・電装・塗装の他、
舶用工業製品の取付など関連産業の裾野が広い
労働集約型産業。国内の部品調達率は９割以上
を占める

・かつて５割あった日本の建造シェアは約２割に
減少。一方で、高性能・高品質の日本建造船へ
の回帰がみられる

・外航船市場は、短期的には供給過剰・受注減局
面にあるが、長期的には新造船需要が回復する
見込み

 課　　題
・為替や市況の変動に対する耐力の向上
・性能・品質・コスト・サービスなど全てにおけ

る競争力の強化
・産業の魅力向上と持続的な成長を支える人材の

確保・育成
 取組内容

・情報技術や自動化技術等を活用し、船舶の開
発・設計から建造、アフターケアサービスに至
る全てのフェーズにおける生産性を向上させる
とともに、新規市場の開拓、産学や地域の連携
強化による人材確保・育成を推進する

・交通政策審議会より「海事産業の生産性革命に
よる造船の輸出拡大と地方創生のために推進す
べき取組について」が答申され、その中で「製
品・サービスの力」「拓く力」「造る力」「人の力」
の４つの力の強化策に取り組むことが重要

⑪自動車整備業
 現状認識

・平成27年度の総整備売上高は約５兆5,000億
円で、平成７年度の６兆6,000億円をピークに
下降傾向にある

・新技術の発展により自動車の高度化が進み、自
動車整備業においても新たな設備・機器の導入
が必要となっている

 課　　題
・新技術に対応した設備・機器の導入と既存設備

の更新
・整備士の高齢化、新規就職者の減少に対応する

ための有資格者の確保・育成
 取組内容

・自動車の高度化に対応した整備作業等の方法の
教育及び研修制度を充実させる等人材育成支援
制度の充実

・自動車保険を扱う企業等との業務連携により、
事故車両に係る整備依頼を優先的に受ける等、
受注機会の増大を図る

・また、自動車整備事業者間の連携体制を構築
し、特殊な設備等が必要な工程や難度が高い工
程については、専門性を有する自動車整備事業
者が分担することにより受注機会の増大を図る

【認定後に受けられる優遇措置】
・新たな機械装置の投資に係る固定資産税の特例
　中小企業者（※１）が取得する新規の機械装置（※２）

について、以下の要件を満たした場合、３年間、固
定資産税を１/２に軽減する。（図２参照）

※１　中小企業者の定義：資本金１億円以下、大
企業の子会社を除く

※２　機械装置：生産性を高める新品の機械装置
が対象で、下記の３項目を満たすもの

①160万円以上
②生産性の１%以上向上が見込めること
③10年以内に販売開始されたもの
　ただし、再生可能エネルギー発電設備の特例措置
等は適用外。
　また、平成28年度に認定を受ければ、生産性向
上設備投資減税の措置も受けることができる。同税
制については下記の経済産業省ホームページへ。
http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/
kyousouryoku_kyouka/seisanseikojo.html
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【その他の支援措置】
①商工中金による低利融資
　（中堅クラス向け）（中小企業者向け）
　認定を受けた経営力向上計画の実施に係る融資に
ついて、商工中金独自の低利融資を受けられる。

②中小企業信用保険法の特例を適用
　（中小企業者向け）
　中小企業者が認定を受けた経営力向上計画の実施
にあたり、民間の金融機関から融資を受ける際に、
信用保証協会から普通保険などの別枠の追加保障や
保証枠の拡大が受けられる。

③中小企業投資育成株式会社法の特例を適用
　（中小企業者向け）
　経営力向上計画の認定を受けた場合、資本金３億
円以下の株式会社だけでなく、３億円を超える株式
会社も中小企業投資育成会社からの投資を受けられ
る。

④日本政策金融公庫によるスタンドバイ・クレジッ
　ト（中小企業者向け）
　経営力向上計画の認定を受けた中小企業者（国内
の親会社）の海外支店又は海外現地法人が、日本政
策金融公庫が提携する海外金融機関から現地通貨で
の融資を受ける場合、同公庫の債務保証を受けられ
る。

・補償限度額：１法人あたり４億5,000万円
・融 資 期 間：１年から５年

⑤中小企業基盤整備機構による債務保証
　（中堅クラス向け）
　信用保険法の特例措置を受けられない中小企業者
以外の者が、経営力向上計画を実施するために必要
な資金について、中小企業基盤整備機構から下記の
債務保証を受けられる。
・保 証 額：最大25億円
・保証割合：50%
・保証料率：担保有の場合0.3%
　　　　　　担保無の場合0.4%

⑥食品流通構造改善機構による債務保証
　（中堅クラス向け）（中小企業者向け）
　食品製造業者等は、経営力向上計画の実施にあた
り、民間金融機関からの融資を受ける際に、食品流
通構造改善機構から債務保証を受けられる。

　企業組合や協業組合、事業協同組合、商工組合そ
の他政令で定める組合については、イの中小企業者
に含まれます。

※ただし、経営力向上計画の認定を受ければ必ずこ
れらの措置を受けられるわけではありませんの
で、ご留意ください。

図2：取得時期と軽減期間

図3：対象となる中小企業、中小事業者

【経営力向上計画の策定、申請手続き】
 STEP１　 申請前に行うこと
①固定資産の軽減措置を受ける場合
　中小企業等経営強化法の経営力向上設備等に係る
仕様等証明書（設備証明書）を申請書と併せて提出
することが必要となる。購入を予定している機器の
メーカーに申請すれば取得できる。ただし、申請し
てから取得できるまで最大で２か月かかることもあ
るので注意。
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　計画作成のご相談は、最寄りの商工会・商工会議
所、中央会、金融機関などの支援機関へ。

【県内の主な相談窓口】
　県中小企業団体中央会：029-224-8030
　県 商 工 会 連 合 会：029-224-2635
　県商工会議所連合会：029-226-1854
　県中小企業振興公社：029-224-5317

　中小企業庁事業環境部企画課　経営力向上計画相
談窓口でも相談を受け付けている。
TEL：03-3501-1957
　　　（平日９時から12時、13時から17時）

　申請書類が完成したら、各事業分野の主務大臣へ
申請する。郵送による申請も可能。

 STEP４　経営力向上のための取組みを実行
　申請書提出から認定まで30日程度要する。認定
を受けた事業者は、各種支援措置を受けて、経営向
上のための取組みを実行する。

【中小企業等経営強化法の詳細】
　中小企業庁ホームページには、同法が詳細に掲載
されている。下記URLへ。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/
index.html
　経営力向上計画に関するQ&Aは一覧表にまとめ
られている。下記URLへ。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/
2016/160725qanda.pdf

②金融支援を受ける場合
　経営力向上計画を作成する前に、金融機関への相
談が必要。

 STEP２　経営力向上計画認定申請書を入手する
　下記URLから様式をダウンロードする。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/
様式①　認定申請書
様式②　経営力向上計画　の２種類

 STEP３　書類の作成と提出
　中小企業庁では、申請書作成の手引きを公開して
いる。下記URLへ。
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/
2016/160701tebiki.pdf
　また、中小企業基盤整備機構では、経営力向上計
画の作成にあたり、計画作成アプリ「経営計画つく
るくん」を開発した。下記URLからダウンロード
できる。（スマートフォン、タブレット対応）
http://tsukurukun.smrj.go.jp/

図４：経営力向上計画申請手続きのフロー図


